
令和４年度 第１回 まちづくり専門委員会議 

令和４年８月２９日（月）14：00～16：00 

三宮国際ビル７階 701 会議室 

次第 

１．開会

２．まちづくり構想の提案 

・月見山本町２丁目まちづくり協議会（須磨区） ・・・［資料１］

３．まちづくり協定の更新 

・御影山手地区（東灘区） ・・・［資料２］

・青木南地区 （東灘区） ・・・［資料３］

４．住民主体のまちづくりにおける合意形成のあり方 ・・・［資料４］

５．まちづくり支援制度の見直し ・・・［資料５］

６．報告事項 

・まちづくり協議会認定取り消し

夢野西まちづくり協議会（兵庫区） ・・・［資料６］

・まちづくり協議会の変更届出書の受理 ・・・［資料７］

７．閉会 

◆その他配布資料◆

・まちづくり条例の構成とまちづくり専門委員会議の役割 ・・・[資料８]

・令和４年度 まちづくり専門委員一覧 ・・・[資料９]

・まちづくり専門委員会議設置要綱 ・・・[資料 10]
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月見山本町２丁目まちづくり構想の提案について 

１ 専門委員会議で意見聴取する事項 

まちづくり構想の提案（神戸市地区計画及びまちづくり協定等に関する条例第７条） 

２ まちづくり協議会が発足した経緯 

月見山本町２丁目地区は、中央幹線の北側から山陽電車月見山駅の南側に位置

し、駅前通りと中央幹線沿いには商店街、その他は賃貸アパートやマンション、

住宅が密集しており、老朽化した家屋も見られる。平成 12 年に「月見山本町２

丁目周辺まちづくりの会」が発足。中央幹線暫定整備に伴う広域的な協議会であ

る「月見山のまちづくりを考える会」のスタートに伴い活動休止となったが、平

成 16年に再開し、17年に「月見山本町２丁目まちづくり協議会」を設立。 

３ 地区・組織の概要 

(1)団体設立 平成 17年 10月 16日

(2)対象区域
・所在地：須磨区月見山本町 2丁目
・面積：約 1.9ha、世帯数：約 160世帯、人口：約 280 名

（位置図） 

(3)まちづくり活動の目的

月見山本町２丁目地区内の住民および事業者・権利者等が自ら「話し合い」「課

題を共有し合い」「知恵を出し合い」を進めることにより、賑わいと交流のある、

安心で住みよい町にすることを目的とする。    （規約第 2 条「目的」より）

資料１
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(4)活動の経緯と取り組み状況

３．まちづくり構想の提案について 
(1)【まちの将来像】

月見山の風土を活かした健康で文化的に暮らせるまち

目標 １．安全なまち
まち全体において、まちの基盤となる道路・建物等の安全性を高めて
いきます。

 ２．住民や来街者にやさしいまち
商業地については、駅前や幹線道路沿いの商業地は、住民の日々の暮
らしを支えるとともに、地区周辺に点在する観光・文化施設に訪れる
人に、おもてなしできるまちを目指します。

 ３．様々な世代が住み続けられるまち
住宅地については、子どもから高齢者まで様々な世代が、健康で安心
して住み続けられるよう、快適な住環境と住民同士の支えあいのある
まちを目指します。

(2)まちづくり条例第７条の確認

第７条 まちづくり協議会は，住み良いまちづくりを推進するため，住民等の総意を

反映して地区のまちづくりの構想に係る提案をまちづくり提案として策定することが

できる。

○合意形成の結果

住民に対し、まちの将来像についてアンケート調査を実施

・回収率：71.8％（賃貸を除く）、賛同率：94.5％

※詳細は別紙△のとおり

  以上の結果を受け、総会の場でまちづくりプラン（新・まちづくり構想）の市への

提出を決定した。 

活動の経緯

H17.10 月見山本町２丁目まちづくり協議会設立

H18~H20 まちづくり構想の検討

H21.4 まちづくり構想を須磨区長へ提出 

H23~ 都市計画道路月見山線の一旦廃止を受け意向調査（地区内・来街者）

を実施

H25~ まちづくり構想の再検討開始

（協議会の新たな体制づくりやまちづくりプラン(新・構想)の検討） 
H31.4 まちづくり協議会の認定

R 元~ 役員会にて、まちづくりプラン(新・構想)(役員会素案)を作成 
R3.7 総会にてまちづくりプラン(新・構想)(役員会案)を策定、関係者に説明

R3.10~R4.5 まちづくりプラン(新・構想)に関するアンケート実施

活動の取り組み状況
・総会（年１回）
・役員会の開催（月１回）
・ニュースの発行（通算第 35号）
・その他 住民の交流を図る取組み（まち歩き、イベント開催等）
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○月見山本町２丁目まちづくり構想に関するアンケート○

月見山本町２丁目地区アンケート集計結果（地区外権利者含む） 

配布数 170 回収数 122 回収率 71.8％（賃貸を除く） 

（全体の配布数 262 回収数 126 回収率 48.1％） 

問．『月見山本町２丁目まちづくりプラン（役員会案）』について 

 

 

 

 

 

「１．賛成である」「２．まちづくり協議会役員会に一任する」の合計 

⇒ 53.2％ ＋ 41.3％ ＝ 94.5％

○ 回収率：７１．８％（賃貸を除く）

○ 「まちづくり構想(案)」への賛同率：９４．５％

まちづくり協議会は、住み良いまちづくりを推進するため、住民等の総意を反

映して地区のまちづくり構想に係る提案をまちづくり提案として策定するこ

とができる。 

（神戸市地区計画及びまちづくり協定等に関する条例 第７条） 

住民の総意を得ているため、まちづくり提案として提案で

きる 

回答者数 割合

１．賛成である 67 53.2%

２．まちづくり協議会役員会に一任する 52 41.3%

３．賛成できない点がある 2 1.6%

無回答 5 4.0%

合計 126 100.0%

賛成

53.2%

役員会

一任

41.3%

賛成できな

い点あり

1.6%

無回答

4.0%

別紙△
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まちづくりプランの方向性 まちづくりプランの方向性

地下道 地下道 

重点エリア まち全体

駅前通りは、
通り一体が、
駅空間

月見山駅

・道路の美装化
・バラの小径やまちの魅力・案内掲示
・魅力のある商店街の形成
（イベント協力・魅力発信・空き店舗の活用）

・通行幅の確保
・電柱等の障害物の撤去
（電柱の地中化や移設 等）

・歩行者の通行退避･
休憩空間づくり
  （空地の活用や建物の
　  部分的なセットバッ
ク等の協力のお願い）

・中央幹線近辺での
自動車の乗降空間
づくり

・車両の交通規制の検討

・案内ゲート･ポールの設置
・観光案内板の設置
・路面案内表示

イメージ例）
部分的なセット
バックで自動車
通行時に歩行者
が一時的に退避
できる場所

・ゴミ収集車・救急車・消防車が通行できる骨格道路づくり
（建物・塀を道路中心線から２ｍ以上後退、交差点での隅切り確保 等）

・細い道の環境改善（私道の舗装推進、水路の安全対策 等）
・人の避難路づくり（二方向以上に避難できる通路の確保 等）
・建物の耐震化・建替えや危険な塀の撤去推進
・空家・空地の適切な管理の推進（所有者の連絡先把握と情報発信 等）
・小さな空地づくり（一時避難地 等）
・夜間の道の明るさ確保（街灯の設置、門灯点灯運動 等）
・交通安全・防犯設備の設置（カーブミラ－・防犯カメラ 等）
・防災・防犯・交通安全につながる活動参加、情報発信

・クリーンステーションの設置推進（新設マンション等に設置を依頼）
・清掃活動への参加
・空地の活用推進（駐車場の整備推進 等）
・交流の支えあいのまちづくり活動の実施
（あいさつ・声かけ・見守り活動・ゴミ出し支援 等）

イメージ例）路面案内表示（誘導サイン）

骨格骨格骨格道路 

道路中心線から
2ｍ以上後退

空地等を
活用して
退避･休憩
スペース

建物一部を
セット
バック

イメージ例）人の避難用の通路

火事の際、避難できる
ように、二方向以上の
人の避難路を確保

線路

月見月見月見月見月見月見月見月見月見月見月見月見月見月見月見月見月見月見月見月見月見月見月見月見月見月見月見月見月見月見月見月見月見月見月見月見月見月見月見

２ ３

歩行者が安全に歩くことができるよう、必
要な通行幅の確保に向けた取り組みを進め
ます。

月見山の玄関口となる中央幹線と駅前通り
の交差部の周辺付近には、月見山駅や周辺
施設への案内等を行っていきます。

歩行者が快適に楽しんで通行できるよう、
道路の美装化や周辺施設への案内表示等の
取り組みを進めます。

安全な住宅地を形成する
ため、防災・防犯・交通
安全につながる取り組み
を進めます。

誰もが快適で安心して暮
らせるよう、まちの美化
や生活に必要な施設の確
保、住民交流につながる
取り組みを進めます。

“魅力ある商店街の形成” に
ついては、月見山商店会に
協力しながら、取り組みを
進めていきます。

まちの
玄関口
まちの
玄関口

まちの
玄関口
まちの
玄関口

人の
避難路
人の
避難路

人の
避難路
人の
避難路
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御影山手まちづくり協定の改定更新について 

１ 専門委員会議で意見聴取する事項 

まちづくり協定の変更・更新締結 
（神戸市地区計画及びまちづくり協定等に関する条例第９条） 

２ 地区の概要 

位 置：東灘区御影山手２～６丁目、 
面 積：約 43.2ha 
世帯数：2,314世帯  
（住民基本台帳 R４.３末時点） 
人 口：5,428人  
（住民基本台帳 R４.３末時点） 

資料２
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３ 協定締結組織 

御影山手まちづくり協定委員会（平成 25年設立） 

４ 御影山手まちづくり協定委員会の経緯 

・平成 17 年 山手部会（御影地区まちづくり協議会）の活動開始 
・平成 25 年１月 御影山手まちづくり協定委員会設立 
・平成 25 年１月 まちづくり協議会の認定 
・平成 25 年３月 御影山手まちづくり協定締結 

⇓

＜10 年間まちづくり協定を運用：協定期間 令和５年３月６日まで＞ 

５ まちづくり協定の改定更新 

（１） 協定の改定更新に向けた活動

・令和３年２月１日 まちづくりに関するアンケート調査〔まちづくり協定の更新（変
更）事項、御影山手の今後のまちづくり方針に関する事項〕 

・令和３年５～６月 アンケート集計〔ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ部会で Excelに取りまとめ〕
・令和３年７月 アンケート集計結果の報告配布・HPにアップ
・令和３年 11 月 アンケート時のコメントや自由意見について、HPによる公開・

自治会館で印刷物を閲覧（個人攻撃となる部分を除く）
・令和４年１月 アンケート結果も踏まえて、まちづくり協定改定更新案の作成
・令和４年３月 まちづくり協定改定更新案に対する同意確認書配布
・令和４年４月 同意確認書 地区内集計
・令和４年５月 同意確認書 地区外集計

意見書に対する協定委員会の見解とりまとめ
・令和４年６月 協定改定更新最終案 作成

まちづくりニュース発行〔アンケートの結果と主な意見・質問に
対する回答・協定案の提示〕

・令和４年 6 月 総会〔協定改定更新案の神戸市への提出について議決〕
・令和４年 7 月 市へ協定締結願書を提出

■協定改定更新に向けた周知
  令和３年２月 アンケート調査票配布に併せて現協定内容を配布
  令和３年６月 御影山手まちづくり協定委員会 HP 運用開始 
  令和３年７月 アンケート結果の報告（配布と常時閲覧）
  令和４年３月 同意確認書に併せてアンケート結果を踏まえた協定更新案を配布 
  令和４年６月 まち通信 Vol.9号（アンケートの結果と主な意見・質問に対する回答・

協定案の提示）・総会の案内 
  令和４年 7 月 総会の結果報告 
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（２）改定（変更）の内容

①（土地利用方針）の改定
【現協定】 
第６条 地区の土地利用方針は、次のとおりとする。 
（１）低層ゾーン(第一種低層住居専用地域)・・・現状のゆったりとした低層のまちな

みを継承し、建て詰まりを抑えた土地利用をめざす。 
（２）中高層ゾーン(第一種中高層住居専用地域・第一種住居地域)・・・ゆとりある空

間と豊かな緑を確保した、中高層のまちなみをめざす。 
【更新案】 

低層ゾーン(第一種低層住居専用地域)に「緑ある」を以下の通り追記する。 
『現状のゆったりとした 緑ある 低層のまちなみを継承し、建て詰まりを抑えた土地
利用をめざす。』 

【理由】 まちづくり協定委員会で新築案件を審議する際、できる限り植栽し街の緑化に
協力いただくように要請している。またアンケートの結果、「各戸ができるだけ植栽
する」ことに賛同の方が４４％、反対の方が７％（残りはどちらでも良いまたは無回
答）であったため、御影山手の緑あるまちなみを維持したいと考え追記を提案する。 

②（門灯などの設置）の改定
【現協定】 夜間の明るさを確保するため、各戸は門灯・玄関灯などの設置に努める。
【更新案】 夜間の照明点灯によって地域の防犯環境などの向上を図るため，各戸は門灯・

玄関灯などの設置に努める。 
【理由】 何故、門灯・玄関灯を設置していただきたいかの理由として「防犯」を明記し、

夜間の照明点灯への協力を促すため、文章の修正を提案する。 

③条項の順番の見直し
以下の理由により、条項の順番を見直す。 

【理由】 条項の順番は、基本方針、土地利用方針に続いて、敷地に関する条項、建物に
関する条項、建物周辺の条項、最後に賃貸集合住宅の管理、空地・空家の管理の条
項となるよう見直す。 
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（２） 合意形成

① アンケート調査
御影山手地区の全エリア住民に対して、協定の更新内容等を検討するため、また、今
後の御影山手のまちづくりのあり方を検討するため、アンケート調査を実施した。

◇実施時期：2021（令和３）年２月～３月
◇配布/回収：1314/1911 ◇回収率：68.8％

② 同意確認
アンケートの結果をもとに作成した『御影山手まちづくり協定改定案』に関して、同
意の確認をアンケート形式で実施した。

◇実施時期：2022（令和４）年３月
◇配布と回収率・賛同率
確認の対象 2,366
地区内：2,017世帯、地区外（土地所有者・建物所有者）：349人
※地区内は各自治会が配布・回収（ワンルーム・賃貸住宅も含む）
※地区外へは郵送にて配布・回収

▶回収率  地区内 79.2％、地区外 39.3％（全体：73.33％）
▶賛同率  地区内 98.2％、地区外 99.3％

③総会による議決
総会議案３「御影山手まちづくり協定（案）を神戸市に提出」に関し、書面決議を行
った。

◇実施時期：2022（令和４）年６月
▶議決権行使書 回収率 70.99％

 議案３ 賛成 1368 票（96.20%）、反対 16 票、白票 38 

＞＞①②③により、「御影山手まちづくり協定」（更新案）を神戸市と締結することに関し
て地域の同意を得られたため、７月 25 日に神戸市長あて、「協定締結願」が提出された。 

▶御影山手まちづくり協定（案） 別紙のとおり
▶協定期間  令和５年３月７日～令和１５年３月６日
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（４）具体の意見への対応

同意確認書の中でいただいた意見に対しては、協定委員会の中で議論し、見解をとりまと
めたものをニュースの中で掲載した。 
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（５）御影山手まちづくり協定（案） 改定
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第 7 条 

第10条 

第 8 条 

第 13 条 夜間の照明点灯によって地域の防犯環境などの

向上を図るため、各戸は門灯・玄関灯などの設置に努め

る。 

第 9 条 

第 11条 

第14条 
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（歩道のバリアフリー化に配慮した敷地利用）
第 11 条　玄関や車庫出入口と道路面との間の高低差は敷地内
で処理する。

（建物等のデザインへの配慮）
第 12 条　建築物等の外壁や屋根，外構等は，近隣のまちなみ
から突出した色彩（原色など彩度が高い色）や意匠を避け，周
囲と調和するように努める。

（門灯などの設置）
第 13 条　夜間の照明点灯によって地域の防犯環境などの向上
を図るため，各戸は門灯・玄関灯などの設置に努める。

（屋外広告物の設置基準）
第 14 条　自家用でない屋外広告物（貸看板等）は設置しない。
また，屋外広告物を設置する場合は，必要最小限のものとし，
設置場所，規模，意匠，色彩等を工夫し，周辺環境と調和する
ように努める。

（賃貸集合住宅の管理）
第 15 条　賃貸集合住宅の管理にあたっては，管理人又は責任
者を定め，その名称及び連絡先を明示し，常時連絡がとれるよ
うにする。

（空地・空家の管理）
第 16 条　空地や空家の所有者及び管理者は，その適切な維持
管理に努め，まちの環境や美観を著しく損なう荒れ地化（廃棄
物を放置する，雑草が生い茂るなど）を防止する。

（協定の有効期間）
第 17 条　この協定の有効期間は，締結日から起算して 10 年
とする。更新する際は，市長及び委員会が協議の上で行う。

（補則）
第 18 条　協定の運用に必要な基準等は，まちづくり協定運用
細則として別に定めることができる。
2．この協定に疑義が生じた場合は，市長及び委員会が協議す
るものとする。
3．この協定に改定の必要が生じた場合は，市長及び委員会が
協議の上，改定するものとする。

以上のとおり協定を締結した証として，本書２通を作成し，協
定当事者において記名押印の上，各１通を保有する。

令和 5年 3月 7日

神戸市中央区加納町 6丁目 5番 1号
神戸市長　久元　喜造

神戸市東灘区御影山手 2丁目 1番 24号
御影山手まちづくり協定委員会

会長　市村　克彦

御影山手まちづくり協定

（名称）
第 1条　この協定は「御影山手まちづくり協定」と称する。

（地区の位置及び区域）
第 2 条　この協定の対象となる地区（以下「地区」という）の
位置は「御影山手 2～ 6 丁目」とし，区域は御影山手まちづく
り協定区域図に示すとおりとする。

（市長と委員会の役割）
第 3 条　委員会はこの協定によりまちづくりを推進し，市長は
この協定に基づき，委員会に対し，必要な助言及び指導に努め
るものとする。

（まちづくりの基本目標）
第 4 条　当委員会の区域を含む御影地区まちづくり協議会との
連携のもと，“良好な住環境の保全と安心して住み続けられる
まちづくり” を基本目標として，まちづくりを推進する。

（まちづくりの基本方針）
第 5条　地区のまちづくり基本方針は，次のとおりとする。
（1）交通アクセスの改善と歩きやすいみちづくり
（2）安心して住み続けられるしくみづくり
（3）落ち着きのある良好なまちなみづくり

（土地利用方針）
第 6条　地区の土地利用方針は，次のとおりとする。
（1）低層ゾーン（第一種低層住居専用地域）･･･現状のゆったり
とした緑ある低層のまちなみを継承し，建て詰まりを抑えた土
地利用をめざす。
（2）中高層ゾーン（第一種中高層住居専用地域・第一種住居地域）
･･･ゆとりある空間と豊かな緑を確保した，中高層のまちなみ
をめざす。

（敷地面積の最低限度）
第７条　敷地の細分化による居住環境の悪化を防止するため，
敷地面積の最低限度は 120 ㎡とする。ただし，協定締結時に
おいて敷地面積が 120 ㎡未満である場合は，その面積を最低
限度とする。

（建築物の階数の限度）
第 8 条　「低層ゾーン」において，居室として使用する部分は，
地下を含めて 3層以下とする。

（隣地からの外壁の後退距離）
第 9 条　隣地境界線からの外壁等（別表 1）の後退距離は 0.5
ｍ以上とする。ただし，500 ㎡以上の敷地に建つ共同住宅にお
いては，その距離は 2.5ｍ以上とし，植栽帯を配するなど隣地
への圧迫感を抑える。

（道路からの外壁の後退距離）
第 10 条　主要道路（別図 1）の沿道においては，道路からの
外壁等（別表 1）の後退距離は 1.0ｍ以上とする。

神戸市長（以下「市長」という）と御影山手まちづくり協定委員会（以下「委員会」という）は，“良好な住環境の保全
と安心して住み続けられるまちづくり” を基本目標として，神戸市地区計画及びまちづくり協定等に関する条例（昭和
56年 12月条例第 35号）第 9条の規定に基づき，次のとおりまちづくり協定（以下「協定」という）を締結する。
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青木南地区まちづくり協定の更新について 

1. 専門委員会議で意見聴取する事項

まちづくり協定の更新締結

（神戸市地区計画及びまちづくり協定等に関する条例第 9条）

2. 地区の概要

位 置：東灘区青木１丁目の一部、２丁目、３丁目

面 積：約 23ha

世帯数：約 1,267世帯

(住民基本台帳 R4.3末時点) 

人 口：約 2,674人 

(住民基本台帳 R4.3末時点) 

3. 協定締結組織 青木南地区まちづくり協議会（H12 年設立）

4. 青木南地区まちづくり協議会の経緯

・平成 12 年 11 月 青木南地区まちづくり協議会 設立

・平成 14 年 11 月 まちづくり協議会に認定

・平成 15 年 2 月 青木南地区まちづくり協定 締結

・平成 19 年 12 月 青木南地区地区計画 決定

・平成 20 年 8 月 協定内容の一部変更

・平成 25 年 2 月 協定の更新（1 回目） 
⇓

＜10 年間まちづくり協定を運用：協定期間 令和 5 年 2 月 5 日まで＞ 

資料３
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5. まちづくり協定の更新（変更）

(1) 協定の更新（変更）に向けた活動

・令和 3 年 6 月～ 次の更新に向けて協定の見直し・更新に関する検討を開始

・令和 3 年 11 月～ 協定更新に関する意向確認（アンケート）調査

・令和 3 年 12 月～ アンケート集計

・令和 4 年 6 月 総会にて協定更新（変更）についての議決

・令和 4 年 7 月 市へ協定締結願を提出

(2) 協定更新（変更）に向けた周知

・令和 3年 5月 協議会ニュース 38 号（事業計画に協定の更新作業を位置づけ）

・令和 3年 9月 協議会ニュース 40 号(協定の説明及び、役員案の提示)

・令和 3年 11月 アンケート調査票配布

・令和 4年 3月 協議会ニュース 41 号（アンケート結果報告）

・令和 4年 7月 協議会ニュース 42 号（総会結果報告）

(3) 更新（変更）の内容

① 「葬儀を主たる目的とする建築物」の規制エリアを追加

ゾーン内に立地していた該当の事業所がなくなったことに伴い、国道 43号沿道

ゾーンを規制エリアとして追加する。
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② 生活マナーの遵守 

「営業目的ではない」「まちなみ環境への寄与が認められる」「必要な場合には

簡単に撤去可能」等の理由で、あえて規制を宣言する必要はないと思われるた

め、文言を修正する。 

 

(4) 合意形成 

① アンケート結果 

アンケート結果は、下表のとおりとなった。なお、ワンルームマンションの地区内

地権者には、調査票を送付したものの調査に協力を得られなかったため、集計上で

は除くこととした。 

 

表 アンケート結果 

 配布数 回収数    回収率 賛同率 

  
賛成 反対 無記入 

 
（回収数に

対して） 

地区内住宅・事業所 994 701 690 10 1 70.5％ 98.4％ 

地区内ワンルームマンション 222 ７ 7 0 0 3.2％ 100％ 

地区外土地建物所有者 213 74 71 2 1 34.7％ 95.9％ 

合計 1429 782 768 12 2 54.7％ 98.2％ 

合計（ワンルームを除く） 1027 775 761 12 2 75.5％ 98.1％ 
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② 具体の意見への対応

アンケート調査時に権利者からでた更新（変更）案への意見に対し、協議会として

の考え方をまとめ、協議会ニュース 41号にて周知した。 

③ 総会での決議

① アンケート結果、②具体の意見への対応に基づき、総会の場で協定の更新

（変更）を決議した。

・総会日時：令和 4年 6月 12日

・「青木南地区まちづくり協定（案）」：別紙のとおり 

・協定期間：令和 5年 2月 5日～令和 15年 2月 4日
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青木南地区まちづくり協定書 

神戸市長（以下「市長」という。）と青木南地区まちづくり協議会（以下「協議会」という。）

は、青木南地区を“海と潤いと文化のある安全・安心で魅力のあるまち”を基本目標として推進

するため、神戸市地区計画及びまちづくり協定等に関する条例（昭和５６年１２月条例第３５号）

第９条の規定に基づき、次のとおりまちづくり協定（以下「協定」という。）を締結する。 

（名 称） 

第１条 この協定は、「青木南地区まちづくり協定」と称する。 

（地区の位置及び区域） 

第２条 この協定の対象となる地区（以下「地区」という。）の位置は次のとおりとし、区域は

青木南地区まちづくり協定区域図（以下「別図」という。）に示すとおりとする。 

  神戸市東灘区青木１丁目の一部及び青木２丁目、３丁目 

（市長と協議会の役割） 

第３条 協議会はこの協定により、地区の住み良く働きよい健全なまちづくりを推進し、市長は

この協定に基づき、協議会に対し、必要な助言及び指導に努めるものとする。 

（まちづくりの基本目標） 

第４条 地区のまちづくりにあたっては、より健全な地区環境の形成を図るため、地区特性を生

かした“海と潤いと文化のある安全・安心で魅力のあるまち”を基本目標に推進する。 

（まちづくりの基本方針） 

第５条 地区のまちづくり基本方針は、次のとおりとする。 

(１)豊かな海・自然と共生するまち 

(２)快適な環境と潤いのあるまち 

(３)安全・安心でコミュニティのあるまち 

(４)文化的で活力と魅力のあるまち 

（土地利用方針） 

第６条 地区の土地利用方針は、次のとおりとする。 

(１)国道４３号沿道ゾーンは、幹線道路型土地利用及び広域防災帯としての整備を図る。  

(２)地区中央部の複合市街地ゾーン（臨港地区を除く）は、住宅、工場、流通倉庫、店舗、

文化施設等が適度に複合する活力のある土地利用を促進する。 

(３)臨海ゾーンは、災害時における耐震バースとしての利用を図るとともに、ウォーターフ

ロントの立地を生かした集客ゾーン及び流通業務ゾーンとしての整備を図る。

（案） 
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 （建築物の用途の制限） 

第７条 建築物の用途の制限は、前条（１）から（３）のゾーンを、用途地域に応じて細区分し、

用途地域上の制限に加えて、別途地区計画に定めるものとする。 

２. 前項で定められたもの以外に、地区内においては、次の用途の建築物は建築してはならな

い。ただし、この協定の締結の際、現に存する下記の建築物の敷地において、原則として同

床面積以内の改築、修繕等を行う場合は、この限りでない。 

（１） パチンコ屋、カラオケボックス（ただし、国道４３号沿道ゾーンに限る）

（２） 危険性や環境を悪化させるおそれがやや多い工場又は貯蔵庫等（建築基準法別表第２

（ぬ）第１号、第３号及び第４号に掲げるもの）

（３） 葬儀を主たる目的とする建築物

 （ファミリー形式住戸の推奨） 

第８条 地区内で賃貸集合住宅等を建築する場合、地区のコミュニティを維持し、また世帯構成

のバランスを図るため、ファミリー形式住戸（住戸専用面積がおおむね３０㎡以上のものを

いう。）を総戸数の１／４以上設置するように努める。ただし、管理人の常駐等協議会が認

める必要な措置を講じた場合はこの限りでない。 

（荷さばき等駐車用地の設置） 

第９条 路上での荷さばき等の駐車を防止するため、事業所等で業務に使用する部分の延べ面積

が１,０００㎡以上となる場合は、荷さばき等の駐車に用地を設ける。また、１,０００㎡未

満の場合についても、可能な限り荷さばき等の駐車に用地を確保するよう努める。 

（垣、柵等の構造の制限） 

第１０条 みどり豊かで潤いのあるまちの形成、安全性の向上等を図るため、道路に面する垣、

柵等は生垣、又は、植栽を伴う塀とする。また、道路に面する箇所での門灯の設置に努める。

ただし、安全、防犯上又は、プライバシー確保のため等、止むを得ない事情のある場合はこ

の限りではない。 

（業種等の制限） 

第１１条 良好な住環境の確保と健全な市街地の形成を図るため、青少年の健全な育成に不適当

とみなされる業種（風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律に規定されている業

種、テレホンクラブ等）及び集団的に又は常習的に暴力的不法行為等を行うおそれのある組

織は入居、営業してはならない。 

 （深夜営業の制限） 

第１２条 青少年の健全な育成、地域環境の保全のため、地区内の事業所は原則として深夜営業

をしてはならない。ただし、事情等を踏まえ、協議会が特に認めた場合はこの限りでない。 
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（粗雑な土地利用の制限） 

第１３条 地区内の空地、工場跡地等において、まちの環境や美観を著しく損なう廃品ストック

ヤード等の土地利用は制限する。

（周辺環境への配慮） 

第１４条 快適な環境と潤いのあるまちとするため、建築物等の意匠（形態・色彩・材質等）は、

周辺環境と調和するように工夫する。また、日照障害、並びに大気の汚染、水質の汚濁（地

下水の汚染等）、土壌の汚染、騒音、振動、悪臭等の防止に努める。 

（協定の有効期間） 

第１５条 この協定の有効期間は、締結日から起算して１０年とする。更新する際は、市長及び

協議会が協議の上で行う。 

（補 則） 

第１６条 この協定の運営にあたっては、まちづくり協定運営委員会を設けるとともに、協定の

運用に必要な基準等は、まちづくり協定運用細則を別に定め運用する。 

２. この協定に疑義が生じた場合又は、協定に定めない事項については、市長及び協議会が協

議するものとする。

３. この協定に改訂の必要が生じた場合は、市長及び協議会が協議の上、改訂するものとする。 

 以上のとおり協定を締結した証として、本書２通を作成し、協定当事者において記名押印の上、

各１通を保有する。 

令和 ５年 ２月 ５日 

神戸市長  久元 喜造 

青木南地区まちづくり協議会 

会  長  赤木 勝 

（平成 15年 2月 5日 締結） 

 （平成 20年 8月 19日 一部変更） 

（平成 25年 2月 5日  更新締結） 

（令和 5年 2月 5日  更新締結） 
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住民主体のまちづくりにおける合意形成のあり方について 

神戸市では S56 年のまちづくり条例制定を契機に、住民が主体となる「協働と参画のまち
づくり」を進めてきているところである。 
住民が主体となって進める住み良いまちづくりを実行可能なものとするためには、地区の
住民が活動に参加し、地域住民等の思いをまちづくりに反映していく必要がある、 
また、その活動内容を地域に広く周知したうえで、そのまちづくりの活動に関して高い賛同
率を得られていることが重要である。 

１．現行の住民等の賛同率の確認方法 

項目 内容 運用上の基準 

広報 ニュースの配布などで広く周知 - 

意見をもらう 
（アンケート調査等）

それぞれの項目に対する考え方の
集約、自由意見など 

8 割回収、８割同意を目指す 
（0.8×0.8＝0.64（64％）の
同意） 

同意確認 
（アンケート調査形式）

賛否を問う 

定例の会合 開催頻度、その内容など - 

アンケート調査形式は数値の基準を運用上定めているので、まずはこの数値を目指しても
らうようお願いしている。 
最終的な賛同率の判断は、アンケート調査形式の基準をもとに、広報の頻度や勉強会の開催
状況等も踏まえて総合的に判断している。 

２．同意確認に関する課題 

「同意確認（アンケート調査形式）」について、昨今の住宅形態の状況、社会情勢の変化、
あるいは新型コロナウィルスの感染拡大やネット社会の進行などによる人との接触機会の
減少により、作業を担う住民側から次の点に非常に苦慮しており、回収率を上げるために多
大な労力が必要となっているとの意見がでている。 
・共同住宅が増えてきており、建築に関する決め事に関心が薄い層が増えてきている。
・共同住宅の中でも賃貸住宅に関しては全く関心を持たない人が多い。
・オートロックの住宅では住民と直接話す機会を持てないことがある。
・玄関口で話すことを躊躇する人が多くなってきている。
・自治会非加入の世帯が増えてきている。

３．今後の賛同率の確認について 

一律にアンケート結果による「大多数の同意」を求めるのでなく、 
① 広報（まちづくりを知る機会）、②意見を述べる機会
をしっかり確保したうえで、

［例えば…］ 
・賃貸集合住宅（ワンルームマンションなど）は同意確認対象から除外する
・まちづくり協定の更新（内容の変更なし）の場合は、簡易な確認方法を用意する

など、住民側の負担の軽減を図ることも検討していきたい。 

資料４
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まちづくり支援事業の概要（例：まちづくり協定の策定・運用）

年数 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 …

ま
ち
づ
く
り
助
成

専
門
家
派
遣アド

バイザー
コンサルタント

１０年
アドバイザー

・組織設立
・課題整理

・構想づくり
・合意形成

・ルール作り
・合意形成

・ルール運用

認定協議会

まちづくり活動に取り組む団体の活動費を助成する制度
基幹活動：計画・ルール等を検討・作成するための活動｜会場使用料、ニュースの発行・アンケート調査（印刷費）等
提案活動：基幹活動をより効果的に行うための、地域独自の活動｜先進事例研究（視察等）、活動ﾊﾟﾈﾙ展示（印刷費）等
事務費 ：団体の活動に必要な事務用品代｜封筒代等

活
動

地域に専門家を派遣し、専門的・技術的な支援を行う制度
アドバイザー ：初動期のまちづくり活動や、まちづくり協定の運用等の支援として、専門的・技術的な助言を行う
コンサルタント：構想策定や協定策定等のためのアンケート調査や、共同建替等に伴う地域の合意形成の支援。

初動期 最盛期 運用期 自立

61 9

11

11

:検証・評価の時期〇

初動期
団体
２年

上限
１０万円/年

整備予定地区
団体
３年

上限
３０万円/年

まちづくり協議会
７年

上限
３０万円/年

優良まちづくりボランティア団体
３年更新

上限３０万円/年
（ 1/2助成または全額助成 ）

優ボ
認定

14

神戸市専門家派遣制度 見直し方針
年数 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 …

アド
バイザー

コンサルタント
１０年

アドバイザー

コンサル
構想策定

３年

１）派遣種別の見直し
・コーディネーター…初動期における組織設立や課題整理等の支援、または行政課題解決のための地域との調整。
・コンサルタント …構想策定や協定策定等のためのアンケート調査や地域の合意形成の支援。
・アドバイザー …まちづくり協定等の運用に関する専門的な助言等。

２）コンサルタント派遣の要件及び期間の細分化
・目的ごとに派遣の要件、期間を設定する。

アドバイザー

現在

見直し

コンサル または コーディネーター
行政課題

事業の計画終了年次まで

コーディ
ネーター

コンサル
テーマ型

２年

コンサル
協定策定

４年

コン
運用
１年

まちづくり構想の実現等、上記の種別によらずコンサルタント派遣が必要な場合は、まちづくり支援事業都市局審査委員会で審
議の上、２年以内の派遣を可能とする。

コンサル
共同・協調化

３年

コーディ
ネーター

:検証・評価の時期

61 9 11

協定締結・・・地域住民の発意により活動が開始され、まちづくり構想の策定や、まちづくり協定の運用などを行う団体
景観形成・・・景観形成市民協定等の策定などを行おうとする団体
行政課題・・・都市計画道路の検討や密集市街地の改善、行政課題と関連するまちづくり活動を行う団体
共同協調・・・都市計画事業等の施行に関連して行われる共同化・協調化を行う団体

行
政
課
題

景
観
形
成

協
定
締
結

共
同
協
調

コーディ
ネーター

初動期 最盛期 運用期 自立

資料５
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夢野西まちづくり協議会の 
認定の取り消しについて 

１ まちづくり専門委員会議で報告する事項 

まちづくり協議会より認定取消申出書が提出され、認定を取り消す場合 

「神戸市地区計画及びまちづくり協定等に関する条例施行規則」（抜粋） 

第５条 市長は，まちづくり協議会が様式第４号によるまちづくり協議会認定取消申出書

により，まちづくり協議会の認定の取消しを申し出たときは，その認定を取り消すこと

ができる。

２ 夢野西まちづくり協議会の概要 

(1)団体 設 立：平成 15年６月

(2)対 象 区 域：兵庫区湊川町 10丁目、

菊水町９丁目、10 丁目の一部、 

鵯越町、滝山町の一部 

(3)面積：約 25ha

(4)人口：約 2,600名

(5)世帯数：約 1,300世帯

(6)役員の構成 ：自治会役員等

３ 認定の取消し 
(1)取消年月日

令和４年５月 31日

(2)取消の理由

社会情勢によるまちづくり活動の変化、地域課題の実状を踏まえ、ふれあいの

まちづくり協議会と合併することでまちづくり活動・運営の効率化を図る。今後

は協議会で定めた「まちづくり構想２」のさらなる実現に向けて、住み続けられ

るまちを目標に、取り組みを継続することとし、令和４年度定期総会により承認

を得た。その後、まちづくり条例施行規則第 5 条第 1 項の規定により認定取消申

出書の提出がなされたため、その認定を取り消した。 

(3)経緯

平成 15年６月 夢野西まちづくり協議会設立 

平成 19年 1月 まちづくり構想アンケート実施 

平成 20年 3月 まちづくり構想第２回アンケート実施 

平成 20年 7月 まちづくり構想を神戸市へ提案 

平成 27年 3月 まちづくり協議会の認定 

平成 28年 3月 まちづくり構想２アンケート実施 

平成 29年 1月 まちづくり構想２を策定 

令和 ４年５月 総会にて今後のまちづくりの活動方針を確認、協議会の解散 

【活動方針】 
社会情勢、地域課題の実状を踏まえ、まちづくり活動・運営
の効率化を図るため、現協議会はふれあいのまちづくり協議
会と合併し、今後も活動を継続する。 

資料６
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まちづくり協議会の変更について 

１．まちづくり専門委員会議で報告する事項 

まちづくり条例施行規則第 4条に規定するまちづくり協議会に係る変更の届出があった場合 

（神戸市地区計画及びまちづくり協定等に関する条例施行規則第４条） 

「神戸市地区計画及びまちづくり協定等に関する条例施行規則」（抜粋） 

第４条 まちづくり協議会は，第２条の規定により提出した申請書又は添付した図書の記載事項につい

て変更があったときは，速やかに様式第３号によるまちづくり協議会変更届出書により変更の内容を

市長に届け出なければならない。

２．変更の届出があった協議会 

区 協議会名称 変更届出日 変更内容 

１ 東灘 青木地区まちづくり協議会 令和４年６月２９日 代表者の変更 

２ 東灘 本山北町まちづくり協議会 令和４年６月２９日 代表者の変更 

資料７
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（景観条例）
景観形成市
民団体による
協定の締結

など

地区の住み良いまちづくりを推進するために住民等が設置した協議会
＜要件＞
・地区の住民等の大多数により設置されている
・構成員は住民等、他まちづくりの学識経験を有する者・これに準ずるもの
・活動が地区の住民等の大多数の支持を得ている

・まちづくり協議会は、まちづくり協定を市長と締結できる
・協定区域内で建築行為等を行おうとする場合は、行為の届出を求めることができる
・届出に際しては、届出者からまちづくり協議会へ、内容の説明を求めることができる
・届出の内容が協定の内容に適合していない場合は、届出者と市が必要な措置を協議する

・まちづくり助成 ・・・まちづくり協議会などを対象にまちづくりに関わる費用の一部を助成します。
・まちづくり専門家派遣・・・まちづくり構想やまちづくり協定の策定、共同建替のための合意形成等の支援の

ため、専門家をまちづくり団体へ派遣します。

住み良いまちづくりを推進するため、専門的な見地から幅広く意見を求める

・まちづくり協議会は、住民等の総意を反映した、まちづくり提案を策定し、市長に提出できる
・市はまちづくり提案の内容に配慮するよう努める

まちづくり協議会（第２章）

まちづくり提案（第３章）

まちづくり協定（第４章）

まちづくり専門委員（第７章）

助成等（第６章）

景観団体

都市計画法に規定する地区計
画の作成手続きに関する事項

地区計画（第５章）

神戸市地区計画及びまちづくり協定等に関する条例（まちづくり条例）

まちづくり専門委員会議の役割

まちづくり協議会
・協議会を認定／取消す場合

まちづくり構想の提案
・提案を受ける場合

まちづくり協定
・協定の締結／変更する場合
・協定に適合しない届け出の措置について協議する場合

まちづくり支援
・優良まちづくりボランティア団体に関する検証・評価
・コンサルタント派遣に関する検証・評価

その他
・市長が必要があると認める場合

・まちづくり協議会の変更の届出／認定取り消しの申し出があった場合

報告を受ける事項

意見を述べる事項

※赤字は本日の議題

資料８
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令和４年度 まちづくり専門委員一覧 

（50 音順・敬称略） 

所属 氏名（ふりがな） 委嘱期間 

神戸大学大学院 工学研究科 准教授 
（くりやま なおこ） 

栗山 尚子 
令和４年度 

兵庫県立大学 

国際商経学部 教授 

（くるまい ひろこ） 

車井 浩子 

令和３年度 

令和４年度 

関西学院大学 建築学部 教授 
（しみず ようこ） 

清水 陽子 

令和３年度 

令和４年度 

合資会社ゼンクリエイト 

（まちづくりコンサルタント） 

（ねづ まさひこ） 

根津 昌彦 

令和３年度 

令和４年度 

神戸香風法律事務所 弁護士 
（よしはら きよひで） 

𠮷𠮷原 清英 

令和３年度 

令和４年度 

資料９
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まちづくり専門委員会議開催要綱 

平成 27 年３月９日 住宅都市局長決定 

令和２年５月１日 改正

（趣旨） 

第１条 神戸市地区計画及びまちづくり協定等に関する条例（以下「まちづくり条例」という。）

第 19 条に規定するまちづくり専門委員（以下「委員」という。）より，専門的な見地から幅広

く意見を求めることを目的として，まちづくり専門委員会議（以下「会議」という。）を開催

する。 

（委員） 

第２条 会議に参加する委員は，次に掲げる者のうちから，市長が委嘱する。 

(1) 都市計画，土木，法律，経済，防災等を専門とする学識経験を有する者

(2) まちづくりコンサルタント及び商業コンサルタント等の実務経験を有する者

２ 前項の規定により委嘱する委員の人数は，それぞれ６名以内とする。 

（委員の役割） 

第３条 委員は，次の各号に定める事案について，意見を述べるものとする。

(1) まちづくり条例第９条第２項及び第９条第４項に規定する，まちづくり協定の締結及び変

更する場合

(2) まちづくり条例第 12 条第２項に規定する，まちづくり協定に係る地区内の届出に係る行

為が，まちづくり協定に適合しないと認められ，当該届出をした者と必要な措置について

協議する場合

(3) まちづくり条例第４条に規定するまちづくり協議会を認定する場合

(4) まちづくり条例第６条に規定するまちづくり協議会の認定の取り消しをする場合

(5) まちづくり条例第７条に規定するまちづくり提案を受ける場合

(6) 神戸市まちづくり専門家派遣実施要領第８条に規定する，まちづくりコンサルタント派遣

に係る検証及び評価を実施する場合

(7) 神戸市まちづくり助成実施要領第１条の２に規定する，優良まちづくりボランティア団体

の認定及び更新の決定に関する検証及び評価を実施する場合

(8) その他，市長が必要があると認める場合

２ 委員は，次の各号に定める事案について，報告を受けるものとする。 

(1) まちづくり条例施行規則第４条に規定するまちづくり協議会に係る変更の届出があった

場合

(2) まちづくり協議会より認定取消申出書が提出され，認定を取り消す場合

 （任期） 

第４条 委員の任期は，１期２年とし，最長任期は原則５期 10年以内とする。 

２ 委員は，再任されることができる。 

（会議の開催時期） 

第５条 会議は，原則として年２回開催する。なお，第３条各号に定める事案がある場合は，事

案に応じて委員を招集し適宜開催するものとする。また，軽微な項目については，委員個別に

報告し，意見を聴くことができるものとする。 

資料10
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（会議の公開） 

第６条 会議は，これを公開とする。ただし，次のいずれかに該当する場合で，都市局長が公開

しないと決めたときは，この限りでない。 

(1) 神戸市情報公開条例（平成 13年神戸市条例第 29条）第 10条各号に該当すると認められる情

報について意見交換を行う場合

(2) 会議を公開することにより公正かつ円滑な会議の進行が著しく損なわれると認められる場合

２ 会議の傍聴については，神戸市有識者会議傍聴要綱（平成 25年３月 27日市長決定）を適用

する。 

（庶務） 

第７条 会議の庶務は，都市局まち再生推進課において処理する。 

（施行細目の委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか，会議の開催に必要な事項は，都市局副局長が定める。 

附 則（令和２年５月１日決裁） 

（施行期日） 

この要綱は，平成 27年３月９日より施行する。 

この要綱は，平成 31年４月１日より施行する。 

  この要綱は，令和２年５月１日より施行する。 
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